土木施設等小規模修繕工事取扱要領
（趣旨）

第１条　この要領は、施設の破損等（但し、国庫補助金、交付金事業及び国庫負担災害復旧事業を除く。）により町民生活に著しい不便が生じる恐れのあるとき、修繕整備を行わなければならない工事とそれに付随する作業のうち、定められた額以下の小規模なもの（以下「小規模修繕工事」という。）を行うため必要な事項について定めるものとする。
（適用範囲）
第２条　小規模修繕工事は、緊急を要する修繕工事のうち国庫補助金、交付金事業及び国庫負担災害復旧事業に係る以外で１件の設計見込金額が100万円未満のものとする。
２　緊急を要する場合とは、区長からの要望で町民の生命財産に危険、損害又は著しく不便が生じる恐れがあると町長が認める箇所の修繕整備を行わればならないもので、職員が修繕箇所の把握した時から、１週間以内に現場着手する工事である。
（業者の選定）

第３条　業者の選定は、別に定める業者選定の事務処理による。

（設計書の作成）

第４条　設計書は、業者に積算内訳及び構造図等を提出させる。
２　発注時は、設計数量が確定しないため予定価格に変えて支出予定額を算出し、その算出にあたっては、町の基準に基づき行う。

（予定価格調書作成の省略）

第５条　財務規則第120条により予定価格調書の作成は省略する。
（工事内訳書、技術者の報告）
第６条　工事内訳書は工事の完成後、工事写真（着工前、工事中及び完成）及びその他必要となる書類（緊急度に応じて省略することもできる）とともに提出並びに現場監督人、主任技術者等の技術者の報告及び通知書を提出させ、内容を審査のうえ価格について協議成立後、請負額を決定し竣工届を提出させなければならない。

（契約）
第７条　財務規則第59条の請求方法とし契約書等は、作成しない。

（工事の仕様）
第８条　工事の仕様は、別に定める仕様書によるものとする。
（支出負担行為決議等）
第９条　支出負担行為決議等は財務規則第59条によるものとする。
　（竣工検査等）
第10条　財務規則第131条により竣工検査を行い、同規則第133条により竣工検査調書及び復命書を作成するものとする。

（竣工検査結果通知）

第11条　竣工検査結果通知は省略するものとする。

（支払い）

第12条　検査後、請求書を提出させる。

　　　附　則

この要領は、平成20年９月１日から施行する。
